
 

旭川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例第16条第12号に規定する計画の提出について 

 

 平成 27 年度の改定により，指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は，居宅サービス計画に位置付けた

指定居宅サービス事業者等に対して，訪問介護計画等指定居宅サービス等基準において位置付けられている計

画の提出を求めることが必要となりました。 

 この取扱いについて，次のとおりといたしますので，各事業所におかれましては御理解と御協力をお願いい

たします。 

 

【居宅介護支援事業所】 

① 介護支援専門員は，居宅サービス原案の内容について，利用者又はその家族に対して説明をし，文書によ

り利用者の同意を得てください。 

② 同意を得た後，当該居宅サービス計画を利用者及び担当者へ交付してください。 

③ 居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に対して，訪問介護計画等指定居宅サービス等

基準において位置付けられている計画の提出を求めてください。[義務] 

  なお，個別サービス計画の提出依頼をする趣旨を説明したうえで，居宅サービス事業者から提出を受けら

れなかった場合は，その旨を支援経過に記録してください。 

 

【居宅サービス事業所】 

① 居宅サービス事業所は，目標，当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した個別サービ

ス計画を作成してください。 

  なお，個別サービス計画は，既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該計画の内容に沿って作

成する必要があります。 

② 居宅サービス事業所は，個別サービス計画の作成に当たっては，その内容について利用者又はその家族に

対して説明をし，利用者の同意を得てください。 

  同意については，いつ，誰に説明をし，同意を得たかがわかるようにしておいてください。 

③ 利用者の同意を得た個別サービス計画について居宅介護支援事業所から提出を求められた場合，提出は義

務付けられてはいませんが，求めに応じて個別サービス計画を提出するよう努めて下さい。[努力義務] 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について第二の３の（７）⑫】 

 居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を高め，居宅介護支援事業者とサービス提供事業者の意

識の共有を図ることが重要である。 

 このため，基準第13条第12号に基づき，担当者に居宅サービス計画を交付したときは，担当者に対し，

個別サービス計画の提出を求め，居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性について確認する

こととしたものである。 

 なお，介護支援専門員は，担当者と継続的に連携し，意識の共有を図ることが重要であることから，居宅

サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性の確認については，居宅サービス計画を担当者に交付し

たときに限らず，必要に応じて行うことが望ましい。（以下略） 

【指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について第三の一の３（１３）⑥】 

【指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について第三の一の４（１

６）⑫】 

 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第１３条第１２号において，「介護支援専門員は，

居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に対して，指定居宅サービス等基準において位置

付けられている計画の提出を求めるものとする」と規定していることを踏まえ，居宅サービス計画に基づき

サービスを提供している指定訪問介護事業者は，当該居宅サービス計画を作成している指定居宅介護支援事

業者から訪問介護計画の提供の求めがあった際には，当該訪問介護計画を提供することに協力するよう努め

るものとする。 

※訪問介護計画は訪問看護計画，訪問リハビリテーション計画，通所介護計画，通所リハビリテーション計

画，短期入所生活介護計画，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画，夜間対応型訪問介護計画，認知症対

応型通所介護計画と読み替える。 



 

①居宅介護支援利用申込の受付 

②課題分析（訪問・面接） 

③市町村・居宅サービス事業者・居宅介

護支援事業者間のサービス調整 

④居宅サービス計画原案作成と

支給限度確認・利用者負担計算 

⑤サービス担当者会

議による調整 

（意見聴取） 

⑦利用者への説明と同意の確認 

⑥居宅サービス計画作成 

⑧利用者の同意確認 

※文書により同意を

得る 

⑨利用者・サービス担当者へ居宅

サービス計画を交付 

意見による居宅サービス計画原案

の修正 

意見が無かった場合 

意見があった場合 

同意 

同意が得られない場合 

地域のサービス情報

の提供と利用者によ

るサービス選択 



居宅介護支援事業所 サービス提供事業所

居宅サービス計画 個別サービス計画

○ ○

○ △

・サービス提供内容を変更する，計画書の記載
内容を変更する（目標期間の変更等を除く）な
ど，計画の変更が必要な時に再作成が必要。
・なお，計画を再作成しない場合，判断を行っ
た日付と「認定の更新を受けたが，心身等の状
況及びサービス提供内容等に変更がないため計
画を再作成しない」旨を支援経過記録等に記載
しておくことが望ましい。

○ △

・サービス提供内容が変更になる，計画書の記
載内容を変更する（目標期間の変更等を除く）
など，計画の変更が必要な時に再作成が必要。
・なお，計画を再作成しない場合，判断を行っ
た日付と「区分変更の認定を受けたが，サービ
ス提供内容等に変更がないため計画を再作成し
ない」旨を支援経過記録等に記載しておくこと
が望ましい。

○ △

・サービス提供内容が変更になる，計画書の記
載内容を変更する（目標期間の変更等を除く）
など，計画の変更が必要な時に再作成が必要。
・なお，計画を再作成しない場合，判断を行っ
た日付と「心身等の状況に変化があったが，
サービス提供内容等に変更ないため計画を再作
成しない」旨を支援経過記録等に記載しておく
ことが望ましい。

△ ○

・利用者の心身の状況等には変化なく，利用者
の希望等により提供回数が週１回増減する場合
等で，軽微な変更として取り扱う場合は，計画
の再作成を省略可能。
・ただし，既存の計画書を見え消しで修正する
とともに，変更の意思決定を行った日付と軽微
な変更を行う旨計画書の余白等に記録する。
・あわせて，支援経過記録等に軽微な変更を行
う理由等を記録する。

・サービス提供回数が増減する場合は，計画の
再作成が必要。

△ △

・目標期間の更新のみであれば，軽微な変更と
して計画の再作成を省略可能。
・ただし，既存の計画書を見え消しで修正する
とともに，目標期間を変更した日付と軽微な変
更を行う旨計画書の余白等に記録する。
・あわせて，支援経過記録等に目標期間の更新
の軽微な変更を行う旨記録する。
・なお，目標内容が変更となる場合やサービス
提供内容等が変更となる場合は，計画の再作成
が必要。

・目標期間の更新のみであれば計画の再作成を
省略可能。
・ただし，既存の計画書を見え消しで修正する
とともに，目標期間を変更した日付と目標期間
の更新を行う旨計画書の余白等に記録する。
・あわせて，支援経過記録等に目標期間を変更
する旨記録する。
・なお，サービス提供内容等が変更となる場合
等は，計画の再作成が必要。

※○：計画作成必要，△：状況によって計画作成必要

同一事業所でのサービ
ス提供回数が週１回増
減する時

計画の作成等について

新規にサービスを利用
開始する時

認定の更新を受けた時

区分変更の認定を受け
た時

利用者の心身の状況の
変化によりサービス内
容を変更する時

長期・短期目標期間の
終期を迎えた時



業務管理体制の整備について 

 

介護保険法第１１５条の３２により，介護サービス事業者には，法令遵守等の業

務管理体制の整備が義務付けられています。 

 介護サービス事業者が整備すべき業務管理体制は，指定又は許可を受けている事

業所又は施設の数に応じて定められており，業務管理体制の整備に関する事項を記

載した届出書を関係行政機関に届け出る必要があります。 

 新規事業所の指定を受けた場合や，届出事項に変更があった場合は，遅滞なくそ

の旨を当該届出先に届け出てください。 

  

●届出事項（介護保険法施行規則第140条の40） 

・事業者の名称又は氏名，主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名，生年月

日，住所及び職名 

・法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

・業務が法令に適合することを確保するための規定の概要（指定又は許可を受けて

いる事業所又は施設の一が20以上の事業者の場合に限る） 

・業務執行の状況の監査の方法の概要（指定又は許可を受けている事業所又は施設

の数が100以上の事業者の場合に限る。） 

※法令遵守責任者＝法令を遵守するための体制の確保にかかる責任者 

 

区分 届出先 

①事業所等が3以上の地方厚生局の管轄区域に所在す

る事業者 

厚生労働大臣 

②事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し，かつ，

２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 

事業者の主たる事務所が

所在する都道府県知事 

③全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事

業者 

都道府県知事 

④全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事

業者 

指定都市の長 

⑤地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者

であって，事業所等が同一市町村内に所在する事業者 

市町村長 

 



＜介護職員処遇改善加算の取扱いについて＞ 

 

１）平成２７年度実績報告書の提出について 

  介護サービス事業者等は，各事業年度における国保連から事業所へ最終の加算の支払いがあ

った月の翌々月の末日までに介護職員処遇改善実績報告書（以下「実績報告書」）を提出する

こととなっています。 

  つきましては，通常どおりの請求がされている事業所については，７月末日（３月サービス

提供分＝４月請求，審査→５月支払い）までに実績報告書を提出いただくこととなりますので，

あらかじめ書類の整理をし，期日までに御提出くださいますようお願いいたします。 

  なお，平成２７年度からは加算（Ⅰ）を算定している事業所の一部では上乗せ相当分を用い

て計算することができ，それに伴い様式も変更となっていることから留意願います。 

（平成 27 年度計画で，上乗せ相当分を用いて計算する旨の内容で提出いただいている場合は，

報告についても同じ方法での比較となります。） 

  平成２７年度の実績報告書を提出する際の添付資料等については６月中旬頃に別途ホーム

ページ上でお知らせする予定としています。 

 

２）加算要件の確認の徹底について 

  介護職員処遇改善加算については，加算の要件等を今一度確認し，適切に運用をしてくださ

い。 

  なお，平成２７年３月３１日付けで厚生労働省から「介護職員処遇改善加算に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」が示されていますので，処遇改善加算

を算定している事業者におかれましては必ずお読み下さい。 

  また，提出いただいた実績報告書については，実地指導の際に賃金台帳等により支給状況を

確認させていただいておりますので，各事業所では関係書類を整理くださいますようお願いい

たします。 

 

３）対象職員及び対象経費について 

加算による賃金改善の対象となる介護職員は，指定基準上の訪問介護員等，介護職員，介

護従業者として勤務した者です。他の職種のみに従事している者は対象になりません。 

対象となる経費は，介護職員の賃金改善に限られますので，他の用途（消耗品費等）及び

介護職員以外の賃金等には充当できません。また、賃金・給与（労働の対価）に区分される

ものに限られますので，食事補助，制服支給，資格取得経費などにも充当できません。 

  介護職員の賃金改善に係る経費については，当該改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加

額を含むことができるとされていますが，計算方法に誤りがないよう留意願います。 

 

例） 

               

処遇改善 
前の賃金 

 

例）134,000円 

加算による 

賃金改善分 
例）26,000 円 

増加に伴う法定福利費 
（事業主負担分※従業員負担分ではないことに御注意下さい） 
※健康保険料率 10.15%とした場合の計算例  
 
①処遇改善前の賃金での法定福利費＝6,801 円 
134,000 円×10.15%÷2≒6,801 円 
②処遇改善により増加した賃金での法定福利費＝8,120 円 
160,000 円×10.15%÷2＝8,120 円 
8,120 円－6,801 円＝1,319 円 
 
賃金改善分 26,000 円と 1,319 円の 27,319 円を「賃金改善を行った場合の賃
金総額」とすることができます。 
 
※ただし，法定福利費については合理的な計算方法により概算での算出も可とし， 
26,000 円×10.15％÷2≒1,320 円として計算することもできます。 
●厚生年金保険料，介護保険料，児童手当拠出金，雇用保険料，労災保険料も同様
の考え方とします。 
●障害福祉サービス事業の福祉・介護職員処遇改善については，別に厚生労働省か
ら発出されている通知を参照してください。 

160,000 円 


